
225 
 

厚生労働科学研究費補助金 

（政策科学総合研究事業（臨床研究等 ICT 基盤構築・人工知能実装研究事業）） 
令和６年度分担研究報告書 

 
医療機関における ICT 導入に関する労働時間短縮および経営的効果と組織的課題に

関する検証：京都大学医学部附属病院における取り組みの把握  
 
研究分担者 

研究分担者 

齊藤 健一 

平木 秀輔 

京都大学大学院医学研究科 

関西学院大学経営戦略研究科 

 
研究要旨 
本研究は、医療機関における情報通信技術（ICT）、特に Robotic Process Automation

（RPA）や救急医療における情報共有システム等の導入が、医療従事者の労働時間短縮にど

の程度寄与し、また医療機関の経営上の負荷に対してどのような費用対効果をもたらすか

を検証することを目的とする。具体的には、先行研究のレビュー、ならびに特定医療機関

における ICT 導入事例（RPA 導入による業務削減効果、情報共有システム導入によるタス

クシフト・タスクリダクションの可能性等）に関するヒアリング調査及び資料分析を通じ

て、ICT 業務移管の現状と課題、効果測定のメトリクス、導入プロセスの実態を明らかにす

る。特に、導入に際しての組織文化や組織学習の観点からの課題分析も行い、医療現場の

業務効率化と働き方改革、さらには経営改善に資する知見を得ることを目指す。 

結果として、RPA 導入により、年間 8,171時間の業務削減と導入・運用コストの約 4 倍も

の年間人件費節減額を達成し、一部業務では増収効果も確認された。ビジネスチャットツ

ール等は既存リソースの活用により低コストで業務効率化に貢献していた。救急部門情報

共有システムは実証実験段階であり、相当の業務時間削減が見込まれるものの、新規シス

テムへのスタッフの抵抗感や組織内への浸透スピードが課題として認識された。効果測定

に際し定量的指標に加え、医療安全等の定性的要因の考慮が必要であるため困難を呈する

こと、また、導入成功には組織文化への適合や組織学習の促進が重要であることが示唆さ

れた。 

医療機関における ICT 導入は、労働時間短縮、業務効率化、医療安全向上に大きな潜在

力を持つ。しかし、その効果を最大限に引き出すためには、技術的側面に加え、組織文化

への配慮、変化への抵抗の克服、そして戦略的な組織学習プロセスの確立が不可欠である。

ICT 導入を現場の負担軽減に留めず、経営改善や医療の質向上という戦略的目標に結びつ

ける視点が、今後の持続可能な医療提供体制の構築において重要となる。 

Ａ．研究目的 
医療現場における人手不足と長時間労働

は喫緊の課題であり、その解決策の一つとし

て情報技術等を活用した業務移管（タスクシ

フト・タスクリダクション）が期待されてい

る。本研究の目的は以下の通りである。 

1.  医療機関における ICT（RPA、電子問

診、音声入力、ビジネスチャット、情報共有
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基盤等）導入による医療従事者の労働時間短

縮効果を定量的に評価するための方法論を

検討する。 

2.  ICT 導入に伴う初期費用、運用費用

（保守費、人件費等）、および教育研修コス

ト等の経営上の負荷を明らかにする。 

3.  労働時間短縮効果と経営上の負荷を

比較し、費用対効果を検証する。 

4.  ICT 導入における組織文化変革、導入

プロセスの課題、成功要因等を、組織学習論

の視点も踏まえて分析し、今後の普及に向け

た示唆を得る。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は、以下の方法を組み合わせて実施

した。 

1.  文献研究 

当班の先行研究報告書（「タスクシフトに

よる医師労働時間短縮効果と医療機関経営

上の影響に関する研究」）を参照し、研究の

背景、アプローチ、成果について今回の調査

との整合性を確認する。 

2.  事例調査 

 京都大学医学部附属病院における、比較的

最近の ICT・ロボット導入事例について、過

去資料が遡れるもの、導入に際する担当者と

連絡が取れるものを抽出し、資料精査及びイ

ンタビューを通して導入の背景・経緯、開発

体制、研修状況、業務削減効果、増収効果、

運営体制などについて詳細を把握する。調査

で得られた定性情報（ヒアリング内容、会議

資料等）についてはテキスト分析し、主要な

テーマや課題を抽出する。具体的金額が計算

できる案件については、開発・運用コスト（ラ

イセンス、保守、研修、人件費）と削減労務

時間（時間単価換算）を比較し、費用対効果

を検証する。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究に当たっては、個人に関する情報を

収集していない。研究班全体としての研究計

画については、一橋大学の倫理審査委員会の

審査・承認を受け実施した（承認日：2024 年

10 月 9 日、承認番号：2024C019 号）。 

 

Ｃ．研究結果 

(１) RPA 導入による業務効率化と費用対効

果 

RPA導入を所掌する事務部門の管理職 2名へ

インタビューを行った。 

① 導入背景と目的 

診療報酬請求業務の業務量増加に伴う超過

勤務の常態化が背景にあり、業務効率化と超

勤削減が主な目的であった。 

② 開発体制と研修 

病院事務部内に RPA導入検討 WGを立ち上げ、

各課から担当者を選出。企業側が準備したe-

Learning 及び講師による研修を実施し、段

階的に対象者を拡大（事務部→薬剤部→看護

部）。 令和 6 年 8 月時点で事務部 20 名、薬

剤部 19 名、看護部 6 名の開発担当者を育成

した（以降は WG としてはフォローせず、各

部署で開発管理を行っている。） 

③ 開発実績と削減効果 

ロボットの実際の開発数は、事務部 38 件、

薬剤部 36 件、看護部 17 件（合計 91 件）で

あった。実稼働数については、事務部 21件、

薬剤部 20 件、看護部 5 件（合計 46 件）であ

った。年間の業務削減時間に換算すると、事

務部 1,282 時間、薬剤部 5,389 時間、看護部

1,500 時間（合計 8,171 時間）分の人手の作

業をロボットに移管したことになる。 

また、事務部では増収対策へも応用を行って

おり、「肺血栓塞栓症予防管理料算定ロボッ

ト」を開発中とのことである。具体的には、

フットポンプ未使用患者への確認票依頼メ
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ールをロボットで自動送信することにより、

年間約 230 万円の増収を見込んでいる。この

増収は、後述する開発サポート体制強化のた

めの特定職員雇用費用（約 400 万円）の一部

を賄うことが期待される。 

④ 課題と今後の体制 

当初契約では同時実行・開発ロボット数を考

慮すると工程が渋滞し、業務移管が十分に行

えない状態であったため、ライセンスを追加

購入した。また、開発サポート費用は講師に

より異なるが、年間 384 万円（週 1 回 8 時

間、月 4 回換算）の費用が発生していた。約

40 名の開発要員に対しこの時間では十分で

はなく、開発が滞る事案が発生していた。対

応策として、専任の業務改善事務職員（特定

職員）として講師を直雇用し、週 5 日間のサ

ポート体制構築を行った。これら費用負担増

については増収効果と、業務時間削減により

十分に賄えると考えている。 

⑤ 将来構想 

現在休止中の RPA 導入検討 WG を発展的に解

消し、「RPA等推進室」の設置を検討している。

インフラ部門、事務部、薬剤部、看護部が連

携し、開発サポート窓口を設ける組織図案が

ある。月 1 回の RPA 等推進室定例会議で稼働

状況精査やロボット化業務選定を行う予定 

である。 

⑥ 費用対効果分析 

導入・運用コスト総額（ライセンス、開発サ

ポート、特定職員人件費）は年間約 720万円

であった。削減労務時間を平均人件費 3,500

円/時で換算すると約 2,860 万円相当の削減

となり、導入・運用コスト総額に対する年間

人件費節減額は約 4.0 倍と算定された。 

 

(２) ビジネスチャットツール等の利活用 

当該の案件を所掌する事務部門の掛長級職

員にインタビューを行った。 

① 導入背景と目的 

業務量増加に伴い超過勤務が常態化してお

り、また、慣習による無駄な作業の見直しが、

業務デザインワーキングという大学本部の

委員会主導で提案されていたため、業務効率

化と超勤削減を目的として導入した。 

② ChatGPT 等の生成 AI について 

事務職員向けのサービスを、附属病院として

ではなく、大学全体として、大学本部の DX 推

進室主導で導入を企画しており、利用できる

ようになり次第、病院でも導入予定である。 

診療については、個人情報や機密性の高い情

報は入力不許可とされており、対象外となる。 

前提として、京都大学（および附属病院）は

Google Cloud Platform をデファクトスタン

ダードとして利用しており、その動向によっ

ても利活用の方向性は検討される。現時点で

は各個人払いで生成 AI を使用し、定型業務、

特に議事録作成や引き継ぎ書の清書および

電子化に利用している。 

③ 電子決裁 

2021 年ごろから個人的（自部署）のみで開始

し、好評であったため、その後他部署へ横展

開した。紙の印刷・回覧の労力削減を目的と

し、クラウド上の共有カレンダーやビジネス

チャットへ資料をアップロードし、確認した

場合は同プラットフォームでその旨を回答

することとした。今後、大学全体への展開も

検討している。 

また、メールの無駄な定型文についても着目

し、院内でのコミュニケーションは Google 

Chat を基本とする方針とした。 

④ 費用対効果について 

Google 関連のツールは元々装備されている

ものであり、運用面のみの見直しなのでコス

トはゼロと考えられ、費用対効果分析は難し

い。生成 AI については月額 3,000 円程度で

あり、自己負担しているが、月間の業務削減
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量は数十時間に上ると考えられ、十分に便益

が勝っていると考える。 

 

(３) 救急部門情報共有システムの導入 

システムベンダーの導入担当者 2 名にイン

タビューを行った。 

① 導入背景と目的 

京都大学医学部附属病院では旧来、プレホス

ピタル情報は口頭または紙ベースでのやり

取りであった。これに起因し、例年 3 件程度、

病院到着前情報の共有不備による患者誤認

のインシデントが発生していた。医療安全管

理部が学会で情報を得、救急部へ情報共有の

電子化について働きかけた。 

同社としてのアピールポイントは、情報共有

の効率化と、診療記録作成の負荷軽減、その

他、Direct Data Collection 的な二次利用

や、導入時のPM（プロジェクトマネージャー）

による現場運用改善コンサルティングも説

明している。 

② 導入状況と課題 

現時点では契約前の実証実験期間中であり、

効果検証はこれから行う予定である。本シス

テムに限った話ではなく、京都大学医学部附

属病院だけの話ではないが、新規システムへ

の適応に抵抗感のあるスタッフも存在し、他

院と比較して導入スピードは速くない印象

である。 看護師は特に順応への抵抗感がや

や高い傾向にある他、医師・看護師ともに人

の入れ替わりが激しく、システム順応の時間

を考慮すると短期間の勤務の中で最大限の

効率を得るには至っていない。今後は口述筆

記や AI サマリー生成機能を付与予定であり、

情報共有から出力に至る診療過程全体をサ

ポートする予定である。 

③ 業務削減実績（試算） 

医師の情報転記時間：1 症例あたり平均 5 分

短縮（年間 6,000 症例で 500 時間）を見込ん

でいる。医師事務作業補助者の入力業務につ

いても、上記同様に計算すると年間換算で

600 時間程度削減を見込む他、紙や口頭での

不確かな情報が電子化される為、診療の効率

化も期待している。 

④ 費用対効果分析（試算） 

当院では本契約に至っていないため、あくま

で試算と他院事例の比較ではあるが、仮に 

・システム導入一式：2,400 万円（ライセン

ス・サーバ・初期設定） 

・保守費：年間 300 万円 

・研修・マニュアル作成：200 万円 

と仮定し、初期導入費用を 2,900 万円とする。 

人件費について、③の実績に照らし、給与を

医師 8,000 円/時、医師事務作業補助者 

3,000 円/時 として約 5,800 万円/年の給与

負担軽減が見込まれることから、初期導入費

用に対する人件費節減額は 2.0 倍となる。 

 

Ｄ．考察 

(１) ICT 導入による労働時間短縮効果と測

定の課題 

RPAは定型業務の自動化において明確な時間

削減効果を示しており、医療従事者の負担軽

減に貢献する可能性が高い。 

救急情報共有システムは、医師事務作業補助

者のタスクリダクションや、将来的には医師

の労務時間軽減に寄与する可能性がある。し

かし、その効果測定は、他の取り組みとの切

り分けの難しさや、導入初期の習熟期間、ス

タッフの抵抗感など、交絡因子も多く、確実

ではない。効果測定のメトリクスとして、削

減時間だけでなく、医療安全の向上（患者誤

認防止など ）、医療の質の変化、患者満足度、

職員のストレス軽減などの定性的要因も含

めた多角的な評価が望ましい。 
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(２) 経営上の視点から 

RPA 導入においては、削減された人件費と増

収効果を、導入・運用コストと比較すること

で費用対効果を評価できる。 

導入目的が直接的な経営改善よりも現場の

負担軽減や医療の質にある場合や、定量的な

目標が Key Performance Index となってい

ない場合、単純な費用対効果分析だけでは評

価が難しい。今回の調査範囲においては経営

改善を期したツール導入のモチベーション

で購入計画が立てられてはおらず、昨今の厳

しい病院経営状況の中で、ICT 導入における

経営戦略的視点の重要性は自然に高まって

くることが予想され、当研究班として今後の

動向を見守る必要があると考える。 

 

(３) 導入プロセスと組織的要因 

救急部門情報共有システム導入における「新

規システムへの適応への抵抗感」や「他院と

比べて浸透スピードが速くない」といった状

況は、既存の業務プロセスや組織文化が変化

受容の障壁となることを示している。「病院

独自の医療安全文化」が影響している可能性

も示唆されており、既存の価値観との効率的

な現場運用（見直し）の両立が課題となる。 

March Olsen が提唱する組織学習サイクル

[1]で議論すると、「役割制約的学習」（新し

いシステムが自らの役割や業務にどう影響

するか不明確なための抵抗）や、「あいまい

さの下での学習」（システム導入の直接的効

果がすぐには見えにくいため、行動変容が進

まない）といった不完全な組織学習サイクル

の状況にあると考えられる。個々のスタッフ

の業務レベルでのメリットや納得感が十分

に醸成されていない可能性がある。好対照と

して、RPA 導入における開発サポート体制に

ついては、必要な知識やスキルが組織内に十

分に獲得・分配されない状況であったため、

専任者を雇用し支援を強化することで学習

を促進した。救急部門情報共有システム導入

におけるシステムベンダーによるコンサル

ティング的介入は、知識獲得と情報解釈を促

進する試みと評価できる。    

別の問題として、医師・看護師の入れ替わり

が激しい状況について、組織として経験やノ

ウハウを蓄積し、活用する「組織記憶」の形

成を困難にする。これにより、過去の教訓が

生かされず、学習効果が組織全体に定着しに

くいため、体制の見直しや運用の整理が必要

であると考えられる。 

 

Ｅ．結論 

医療機関における RPA 等の ICT 導入は、医療

従事者の労働時間短縮や業務効率化、さらに

は医療安全の向上に貢献する大きな潜在力

を持つ。RPA 導入事例では、具体的な業務時

間削減効果や増収への寄与が確認された。一

方で、救急部門情報共有システムは、医師事

務作業補助者のタスクリダクションや医療

安全向上への期待があるものの、スタッフの

抵抗感、現場メンバーの入れ替わりの多さ、

効果測定の複雑さといった課題に直面して

いる。 

ICT 導入を成功させ、その効果を最大限に引

き出すためには、技術的側面だけでなく、組

織文化への適合、変化への抵抗の克服、そし

て戦略的な組織学習プロセスの確立が不可

欠である。組織学習論で示されるように、明

確な目標設定、効果的な知識獲得と共有、経

験からの学習、そして組織記憶の形成を促す

仕組み作りが求められる。昨今の厳しい病院

経営状況を鑑みると、ICT 導入の目的を「現

場の負担軽減」に留めず、経営改善や医療の

質の向上といった戦略的目標と結びつけ、そ

の達成度を継続的に評価していく視点が今

後重要となる可能性がある。 
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自院の組織文化や特性を踏まえつつ、学習す

る組織として ICT 導入戦略を策定・実行して

いくことが医療の質の向上と持続可能な医

療提供体制の構築に繋がるものと期待され

る。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 該当無し 

 
Ｇ．研究発表 
1. 論文発表 
該当無し 

 
2. 学会発表 
該当無し 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  
1. 特許取得 

該当無し 
 
2. 実用新案登録 
該当無し 
 
3.その他 
該当無し 
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